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Ⅰ 通級による指導とは 

 

１ 通級による指導の定義 

 

 「通級による指導」とは、通常の学級に在籍している、障がいにより一部特別な支援を

必要とする児童生徒を対象として、その障がいの状態に応じ、個別指導を中心とした特別

の指導を、通級指導教室という特別な指導の場で行うものである。通級による指導は、週

に数単位時間程度の指導であるため、教科の学習等大半の授業は、通常の学級で受ける。

つまり、「通級による指導」は、学習上又は生活上の困難を改善・克服するための指導を、

児童生徒のニーズに応じて行うことにより、通常の学級における授業においても、その指

導の効果が発揮されることにつながる効果的な指導であるといえる。 

 

 

２ 通級による指導の対象 

 

 通級による指導の対象となるのは、通常の学級に在籍する児童生徒のうち、言語障がい、

自閉症、情緒障がい、弱視、難聴、ＬＤ、ＡＤＨＤ、肢体不自由、病弱・身体虚弱の児童

生徒である。対象となる児童生徒の就学指導に当たっては、市町村の教育支援委員会等や

保護者などの意見を聞き、障がいの状態及び発達段階や特性等を考慮して、在籍校の校長

が適切に判断することが必要である。なお、他の学校に通ってこの指導を受ける場合は、

在籍校の校長が、その授業を自校の授業とみなすことができる。 

 「通級による指導」を行う場合のその指導の対象となる障がいの程度については、「障

害のある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援について」（平成 25 年 10 月４日付

け 25 文科初第 756 号文部科学省初等中等教育局長通知）に示されている。 

 

区 分 障 害 の 程 度 

言語障害 

 口蓋裂、構音器官のまひ等器質的又は機能的な構音障害のある者、吃

音等話し言葉におけるリズムの障害のある者、話す、聞く等言語機能の

基礎的事項に発達の遅れがある者、その他これに準じる者（これらの障

害が主として他の障害に起因するものでない者に限る。）で、通常の学級

での学習におおむね参加でき、一部特別な指導を必要とする程度のもの 

自 閉 症 
 自閉症又はそれに類するもので、通常の学級での学習におおむね参加

でき、一部特別な指導を必要とする程度のもの 

情緒障害 

主として心理的な要因による選択性かん黙等があるもので、通常の学

級での学習におおむね参加でき、一部特別な指導を必要とする程度のも

の 

１ 



 

区 分 障 害 の 程 度 

弱  視 

 拡大鏡等の使用によっても通常の文字、図形等の視覚による認識が困

難な程度のもので、通常の学級での学習におおむね参加でき、一部特別

な指導を必要とするもの 

難  聴 

 補聴器等の使用によっても通常の話声を解することが困難な程度の者

で、通常の学級での学習におおむね参加でき、一部特別な指導を必要と

するもの 

学習障害 

（ＬＤ） 

全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算する

又は推論する能力のうち特定のものの習得と使用に著しい困難を示すも

ので、一部特別な指導を必要とする程度のもの 

注意欠陥 

多動性障害 

（ＡＤＨＤ） 

年齢又は発達に不釣合いな注意力、又は衝動性・多動性が認められ、

社会的な活動や学業の機能に支障をきたすもので、一部特別な指導を必

要とする程度のもの 

肢体不自由

者、病弱者及

び身体虚弱者 

肢体不自由、病弱又は身体虚弱の程度が、通常の学級での学習におお

むね参加でき、一部特別な指導を必要とする程度のもの 

 

 

３ 通級による指導における「特別の教育課程」 

 

 通級による指導は、（特別の指導を）「教育課程に加え、又はその一部に替える」もので

あり、教育課程の特例となることから、教育課程の編成を行う各学校の校長が、対象とな

る児童生徒の実態把握等を適切に行った上で判断する。 

 このことは他校通級や巡回指導の場合も同様であり、その児童生徒が受ける教育課程

の編成は在籍する学校の校長が行う。しかしながら、通級による指導の指導内容や指導時

間については、学校の設置者の定めるところにより、他校通級や巡回指導を実施する学校

が検討することになるため、あらかじめ両校の間で十分に協議することが必要である。 

 

 

４ 通級による指導の授業時数 

 

 通級による指導を行う場合の指導時間は、週 1～８単位時間行うことが標準とされてい

る。ただし、ＬＤ及びＡＤＨＤについては、児童生徒の状況によって、月１単位時間から

の指導を行うことが可能である。 

２ 



 

５ 通級による指導を行う場合の主な留意事項 
 

 ア 通級による指導を行う児童生徒の週当たりの授業時数については、その児童生徒

の障がいの状態を十分考慮して負担過重とならないように配慮すること。 

 イ 通常の学級の授業の一部を抜けて、通級指導教室など特別な場において指導を受

ける場合、積み上げが必要な学習で、その指導を受けないと内容が分からなくなる教

科を避ける工夫等を行うこと。 

 ウ 指導に当たっては、特別支援学校の小学部・中学部学習指導要領に規定する自立活

動の目標や内容を参考に学習活動を行うこと。 

 エ 指導要録の記載については「指導上参考となる諸事項」の欄に、通級による指導を

受ける学校名、週当たりの通級による指導の授業時数及び指導期間、指導内容や結果

等を記載すること。 

 オ 指導に当たっては、通級による指導の担当教員が、児童生徒の在籍学校の担任教員

との間で定期的な情報交換を行ったり、助言を行ったりする等、両者の連携が図られ、

通級による指導が通常の学級において生かされるよう留意すること。 

 カ 通級による指導を担当する教員は、基本的には一つの障がいの種類に該当する児

童生徒を指導することとなるが、当該教員が有する専門性や指導方法の類似性に応

じて、当該障がいの種類とは異なる障がいの種類に該当する児童生徒を指導するこ

とが出来ること。 

 キ 通級による指導を行うに際しては、必要に応じ、校長、教頭、特別支援教育コーデ

ィネーター、担当教員、その他必要と思われる者で構成する校内委員会において、そ

の必要性を検討するとともに、各教育事務所に設けられた広域エリアサポートチー

ムや巡回相談等を活用すること。 

 ク 通級による指導を受けることに関する判断に当たっては、医学的な診断の有無の

みにとらわれることがないように留意し、総合的な見地から判断すること。 

 ケ ＬＤ（学習障がい）又はＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障がい）の児童生徒については、

通級による指導を受けることが必要とするまでもなく、通常の学級における教員の

適切な配慮やティーム・ティーチングの活用、学習内容の習熟の程度に応じた指導の

工夫等により、対応することが適切である者も多くみられることに十分留意するこ

と。 

 コ 通級による指導において単に各教科の学習の遅れを取り戻すための指導など、通

級による指導とは異なる目的で指導を行うことがないよう留意すること。 

  ※ 「特に必要があるときは、障がいの状態に応じて各教科の内容を取り扱いながら

行うことができる」に関する例 

 【例１ 言語障がいのある児童生徒に対して（国語及び外国語活動又は英語）】 

    ・教科書の文章の音読に関し、的確な発音で、かつスムーズに行うことができる

ようにする指導 

   【例２ 自閉症のある児童生徒に対して（国語）】 

    ・意図を読み取ることの困難さに対し、文学的な文章の中で登場人物の考えや気

持ちを読み取る指導 

  ※ 通級による指導の計画を作成する際には、90 ページ参考様式（通級による指導 

の計画）を活用ください。 

３ 



 

Ⅱ 通級による指導の事務手続要領 

 

１ 自校通級による指導の手続 

 

 

（１）校長は、在学する児童生徒に自校で通級による指導を行う必要があるときは、市

町村教育委員会に対し、その旨を通知する。             （様式１） 

 

（２）市町村教育委員会は、前項（１）の通知を受けた児童生徒（新入児も含む）につ

いて、市町村教育支援委員会等の意見を聴取し、通級による指導を行うことが適当

と認めるときは、当該児童生徒の氏名等を当該児童生徒が在学する学校（以下、在

学校という。）の校長に通知する。                  （様式２） 

 

（３）校長は、前項（２）の通知を受けたときは、速やかに、当該児童生徒に係る特別

の教育課程を編成し、市町村教育委員会に届け出る。        （様式９） 

 

 

（４）市町村教育委員会は、前項（３）の通知を受けたときは、当該児童生徒の保護者

に対し、通級による指導を行う日時など必要な事項を通知する。  （様式１１） 

   同時に、当該児童生徒に係る特別の教育課程を県教育委員会に届け出る。                     

（様式１２） 

 

※なお、継続して指導を行う場合は、年度ごとに特別の教育課程を県教育委員会

に届け出ること。                 （様式９）（様式１２） 

 

【指導の開始】自校通級を行う場合の手続図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指導の開始 

県教育委員会 

保護者 

①児童等の通知（様式１） 

 

④教育課程届（様式９※） 

③児童等の通知 

（様式２） 

⑤教育課程届（様式１２※） 

②意見聴取 

⑤開始通知 

（様式１１） 

教育相談 

在学校の校長 

（通級指導校の校長） 

市町村教育委員会 
市町村 

教育支援委員会等 

※年度をまたいで継続する場合、

様式９と様式１２は年度ごとに

提出すること。 

４ 



 

 

 

（５）校長は、自校で通級による指導を受けている児童生徒について、当該指導を行う

必要がないと判断するときは、市町村教育委員会に対し、その旨を通知する。 

（様式１３） 

 

（６）市町村教育委員会は、前項（５）の通知を受けた児童生徒について、市町村教育

支援委員会等の意見を聴取し、通級による指導を行う必要がないと認めるときは、

県教育委員会、在学校の校長並びに当該児童生徒の保護者に対し、その旨を通知す

る。                             （様式１４） 

 

 

【指導の終了】自校通級を終了する場合の手続図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指導の終了 

県教育委員会 

保護者 

①児童等の通知（様式１３） 

③終了通知 

（様式１４） 

③終了通知（様式１４） 

②意見聴取 

③終了通知 

（様式１４） 

教育相談 

在学校の校長 

（通級指導校の校長） 

市町村教育委員会 
市町村 

教育支援委員会等 

５ 



 

２ 同一市町村内の学校における他校通級による指導の手続 

 

 

（１）校長は、在学する児童生徒に他の小学校、中学校、義務教育学校及び中等教育学校

の前期課程（以下「小・中学校」という。）で通級による指導を行う必要があるとき

は、市町村教育委員会に対し、その旨を通知する。           （様式１） 

 

（２）市町村教育委員会は、前項（１）の通知を受けた児童生徒（新入児も含む）につい

て、市町村教育支援委員会等の意見を聴取し、通級による指導を行うことが適当と認

めるときは、当該児童生徒の氏名及び通級による指導を行う学校（以下、通級指導校

という。）を在学校の校長に通知する。                （様式２） 

 

（３）市町村教育委員会は、前項（２）の通知と同時に、通級指導校の校長に対し、当該

児童生徒の氏名及び在学校を通知する。                （様式３） 

 

（４）在学校及び通級指導校の校長は、前項（２）及び（３）の通知を受けたときは、当

該児童生徒に係る教育課程の編成について協議する。 

 

（５）通級指導校の校長は、前項（４）の協議が終了したときは、当該児童生徒に係る当

該学校における指導内容及び指導時間を在学校の校長に通知する。                       

（様式８） 

 

（６）在学校の校長は、前項（５）の通知を受けたときは、速やかに、当該児童生徒に係

る特別の教育課程を編成し、市町村教育委員会に届け出る。                      

（様式９） 

 

（７）市町村教育委員会は、前項（６）の通知を受けたときは、当該児童生徒の保護者に

対し、通級指導校及び通級による指導を行う日時など必要な事項を通知する。 

（様式１１） 

   同時に、当該児童生徒に係る特別の教育課程を県教育委員会に届け出る。                     

（様式１２） 

 

※なお、継続して指導を行う場合は、年度ごとに特別の教育課程を県教育委員会に届

け出ること。                    （様式９）（様式１２） 

 

 

 

 

 

 

指導の開始 

６ 



 

 

 

 

【指導の開始】同一市町村内で他校通級を行う場合の手続図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県教育委員会 

保護者 

①児童等の通知（様式１） 

②意見聴取 
市町村教育委員会 

市町村 

教育支援委員会等 

③児童等の通知（様式３） 

在学校の 

校   長 

通級指導校の 

校    長 

④教育課程協議 

⑤指導内容等通知（様式８） 

⑥教育課程届（様式９※） 

③児童等の通知 

（様式２） 

⑦教育課程届（様式１２※） 

 

⑦開始通知 

（様式１１） 

教 

育 

相 

談 

※年度をまたいで継続する場合、

様式９と様式１２は年度ごとに

提出すること。 

７ 



 

 

 

（８）在学校の校長は、他の小・中学校において通級による指導を受けている児童生徒

について、通級指導校の校長の意見を聴いた上で、当該指導を行う必要がないと判

断するときは、市町村教育委員会に対し、その旨を通知する。   （様式１３） 

 

（９）市町村教育委員会は、前項（８）の通知を受けた児童生徒について、市町村教育

支援委員会等の意見を聴取し、通級による指導を行う必要がないと認めるときは、

県教育委員会、在学校及び通級指導校の校長並びに当該児童生徒の保護者に対し、

その旨を通知する。                      （様式１５） 

 

 

【指導の終了】同一市町村内で他校通級を終了する場合の手続図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指導の終了 

県教育委員会 

保護者 

②終了通知（様式１３） 

③意見聴取 
市町村教育委員会 

市町村 

教育支援委員会等 

在学校の 

校   長 

通級指導校の 

校    長 ①意見聴取 

④終了通知（様式１５） 

教 
育 

相 

談 

④終了通知 

（様式１５） 

④終了通知 

（様式１５） 
④終了通知 

（様式１５） 

８ 



 

３ 市町村が異なる学校における他校通級による指導の手続 

 

 

（１）校長は、在学する児童生徒に他の市町村が設置する小・中学校で通級による指導

を行う必要があるときは、市町村教育委員会に対し、その旨を通知する。 

（様式１） 

 

（２）市町村教育委員会は、前項（１）の通知を受けた児童生徒（新入児も含む）につい

て、市町村教育支援委員会等の意見を聴取し、他の市町村が設置する小・中学校にお

いて通級による指導を行うことが適当と認めるときは、あらかじめ当該の他の市町

村教育委員会（以下、他市町村教育委員会という。）と協議した上で、当該児童生徒

の氏名及び通級指導校を当該児童生徒の在学校の校長に通知する。   （様式２） 

 

（３）市町村教育委員会は、前項（２）の通知と同時に、他市町村教育委員会に対し、当

該児童生徒の氏名及び在学校を通知する。             （様式４） 

 

（４）他市町村教育委員会は、前項（３）の通知を受けた児童生徒について通級指導校の

校長に対し、当該児童生徒の氏名及び在学校を通知する。      （様式５） 

 

（５）在学校及び通級指導校の校長は、前項（２）及び（４）の通知を受けたときは、当

該児童生徒に係る教育課程の編成について協議する。 

 

（６）通級指導校の校長は、前項（５）の協議が終了したときは、当該児童生徒に係る当

該学校における指導内容及び指導時間を在学校の校長に通知する。                       

（様式８） 

 

（７）在学校の校長は、前項（６）の通知を受けたときは、速やかに、当該児童生徒に係

る特別の教育課程を編成し市町村教育委員会に届け出る。       （様式９） 

 

 

（８）市町村教育委員会は、前項（７）の通知を受けたときは、他市町村教育委員会及び

当該児童生徒の保護者に対し、通級指導校及び通級による指導を行う日時など必要

な事項を通知する。                 （様式１０）（様式１１） 

   同時に、当該児童生徒に係る特別の教育課程を県教育委員会に届け出る。                    

（様式１２） 

 

※なお、継続して指導を行う場合は、年度ごとに特別の教育課程を県教育委員会に届 

け出ること。                    （様式９）（様式１２） 

 

 

指導の開始 

９ 



 

 

 

 

【指導の開始】市町村が異なる学校へ他校通級を行う場合の手続図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県教育委員会 

保護者 

②意見聴取 他市町村 

教育委員会 

⑤児童等の 

通知 

（様式５） 

在学校の 

校   長 

通級指導校の 

校    長 

⑨開始通知 

（様式１１） 

⑨教育課程届（様式１２※） 

市町村 

教育委員会 

市町村 

教育支援 

委員会等 

③協議 

④児童等の通知 

（様式４） 

⑨指導時間等の通知 

（様式１０） 

①児童等の通知（様式１） 

⑧教育課程届（様式９※） 

⑦指導内容等通知 

（様式８） 

④児童等の 

通知 

（様式２） 

教育相談 

※年度をまたいで継続する場合、

様式９と様式１２は年度ごとに

提出すること。 

⑥教育課程協議 
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（９）在学校の校長は、他の市町村が設置する小・中学校において通級による指導を受

けている児童生徒について、通級指導校の校長の意見を聴いた上で、当該指導を行

う必要がなくなったものと判断するときは、市町村教育委員会に対し、その旨を通

知する。                           （様式１３） 

 

（10）市町村教育委員会は、前項（９）の通知を受けた児童生徒について、市町村教育

支援委員会等の意見を聴取し、通級による指導を行う必要がないと認めるときは、

県教育委員会、他市町村教育委員会、在学校の校長及び当該児童生徒の保護者に対

し、その旨を通知する。                    （様式１６） 

 

 

【指導の終了】市町村が異なる学校へ他校通級を終了する場合の手続図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指導の終了 

県教育委員会 

保護者 

③意見聴取 他市町村 

教育委員会 

在学校の 

校   長 

通級指導校の 

校    長 

市町村 

教育委員会 

市町村 

教育支援 

委員会等 

④終了通知 

（様式１６） 

教育相談 ①意見聴取 

②終了通知（様式１３） 

④終了通知 

（様式１６） 

④終了通知 

（様式１６） 

④終了通知 

（様式１６） 
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４ 県立特別支援学校における通級による指導の手続 

 

 

（１）校長は、在学する児童生徒に県立特別支援学校（以下、特別支援学校という。）

で通級による指導を行う必要があるときは、市町村教育委員会に対し、その旨を通

知する。                                        （様式１） 

 

（２）市町村教育委員会は、前項（１）の通知を受けた児童生徒（新入児も含む）につい

て、市町村教育支援委員会等の意見を聴取し、特別支援学校において通級による指導

が適当と認めるときは、あらかじめ県教育委員会と協議した上で、県教育委員会に対

し、当該児童生徒の氏名及び在学校を通知する。           （様式６） 

 

（３）県教育委員会は、前項（２）の通知を受けた児童生徒について、当該特別支援学校

長に対し、当該児童生徒の氏名及び在学校を通知すると同時に、当該市町村教育委員

会に対し、当該児童生徒の氏名及び通級指導校（特別支援学校）を通知する。 

（様式７） 

 

（４）市町村教育委員会は、前項（３）の通知を受けて、当該児童生徒の氏名及び通級指

導校（特別支援学校）を当該児童生徒の在学校の校長に通知する。  （様式２） 

 

（５）在学校及び通級指導校（特別支援学校）の校長は、前項（３）及び（４）の通知を

受けて、当該児童生徒に係る教育課程の編成について協議する。 

 

（６）通級指導校（特別支援学校）の校長は、前項（５）の協議が終了したときは、当該

児童生徒に係る当該学校における指導内容及び指導時間を在学校の校長に通知する。             

（様式８） 

 

（７）在学校の校長は、前項（６）の通知を受けたときは、速やかに、当該児童生徒に係

る特別の教育課程を編成し、市町村教育委員会に届け出る。      （様式９） 

 

（８）市町村教育委員会は、前項（７）の通知を受けたときは、当該児童生徒の保護者に

対し、通級指導校（特別支援学校）及び通級による指導を行う日時など必要な事項を

通知する。                          （様式１１） 

   同時に、当該児童生徒に係る特別の教育課程を県教育委員会に届け出る。                    

（様式１２） 

 

※なお、継続して指導を行う場合は、年度ごとに特別の教育課程を県教育委員会に届

け出ること。                      （様式９）（様式１２） 

 

 

指導の開始 

12 



 

 

 

【指導の開始】特別支援学校へ通級を行う場合の手続図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県教育委員会 

保護者 

②意見聴取 

⑤児童等の通知 

（様式７） 

在学校の 

校   長 
特別支援学校長 

⑩開始通知 

（様式１１） 

⑩教育課程届 

（様式１２※） 

  
市町村教育委員会 

市町村 

教育支援 

委員会等 

④児童等の 

通知 

（様式６） 

①児童等の通知 

（様式１） 

⑨教育課程届 

（様式９※） 

  

 

 ⑧指導内容等通知 

（様式８） 

⑥児童等の通知 

（様式２） 

教育相談 

⑤児童等の 

通知 

（様式７） 

※年度をまたいで継続する場合、

様式９と様式１２は年度ごとに

提出すること。 

⑦教育課程 

協議 

③
協
議 
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（９）在学校の校長は、特別支援学校において通級による指導を受けている児童生徒に

ついて、通級指導校（特別支援学校）の校長の意見を聴いた上で、当該指導を行う

必要がなくなったものと判断するときは、市町村教育委員会に対し、その旨を通知

する。                            （様式１３） 

 

（10）市町村教育委員会は、前項（９）の通知を受けた児童生徒について、市町村教育

支援委員会等の意見を聴取し、通級による指導を行う必要がないと認めるときは、

県教育委員会、在学校の校長、当該児童生徒の保護者及び特別支援学校長に対し、

その旨を通知する。                      （様式１７） 

 

 

【指導の終了】特別支援学校の通級を終了する場合の手続図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指導の終了 

県教育委員会 

保護者 

③意見聴取 

在学校の 

校   長 
特別支援学校長 

市町村教育委員会 

市町村 

教育支援 

委員会等 

①意見聴取 

②終了通知 

（様式１３） 

教育相談 

④終了通知 

（様式１７） 

④終了通知 

（様式１７） 

④終了通知 

（様式１７） 

④終了通知 

（様式１７） 
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５ 県立中学校等における他校通級による指導の手続 

 

 

（１）校長は、在学する児童生徒に他の中学校等で通級による指導を行う必要があると

きは、県教育委員会特別支援教育課に対し、その旨を通知する。  （様式１８） 

 

（２）県教育委員会は、前項（１）の通知を受けた生徒について、必要に応じて宮崎県

特別支援教育支援委員会の意見を聴取し、通級による指導を行うことが適当と認め

るときは、通級指導校について市町村教育委員会と協議した上で、当該生徒の氏名

及び通級指導校を当該生徒の在学校に通知する。         （様式１９） 

 

（３）県教育委員会は、前項（２）の通知と同時に、市町村教育委員会に対し、教育事

務所を経て当該児童生徒の氏名及び在学校を通知する。      （様式２０） 

 

（４）市町村教育委員会は、前項（３）の通知を受けた生徒について通級指導校の校長

に対し、当該生徒の氏名及び在学校を通知する。         （様式２１） 

 

（５）在学校及び通級指導校の校長は前項（２）及び（４）の通知を受けたときは、当

該生徒に係る教育課程の編成について協議する。 

 

（６）通級指導校の校長は、前項（５）の協議が終了したときは、当該生徒に係る当該

学校における指導内容及び指導時間を在学校の校長に通知する。  （様式２２） 

 

 

（７）在学校の校長は、前項（６）の通知を受けたときは、速やかに、当該生徒に係る

特別の教育課程を編成し、県教育委員会に届け出る。       （様式２３） 

 

（８）県教育委員会は、前項（７）の通知を受けたときは、教育事務所を経て市町村教

育委員会、当該生徒の保護者に対し通級指導校及び通級による指導を行う日時など

必要な事項を通知する。                    （様式２４）（様式２５） 

 

※在学校の校長は、継続して指導を行う場合は、年度ごとに特別の教育課程を県教

育委員会に届け出ること。                   （様式２３） 

 

 

 

 

 

 

指導の開始 
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【指導の開始】県立中学校等における他校通級による指導を開始する場合の手続図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県教育委員会 

市町村教育委員会 

保護者 在学校の 

校  長 

通級指導校の 

校    長 

①生徒の通知（様式１８） 

 

⑧教育課程届 

（様式２３ ※２） 

④生徒の通知 

（様式１９） 

④生徒の通知（様式２０ ※１） 

 

⑨指導時間等の通知（様式２４ ※１） 

教育事務所 

⑤生徒の通知（様式２１） 

⑥教育課程協議 

⑦指導内容等通知 

（様式２２） 

⑨開始通知（様式２５） 

教育相談 

※１ 

様式２０、２４は２部のうち１部を教育事務所で

保管すること。 

 

※２ 

年度をまたいで継続する場合、様式２３は年度ご

とに提出すること。 

宮崎県 

特別支援教育 

支援委員会 

②必要に応じて

意見聴取 

③
協
議 
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（９）在学校の校長は、市町村が設置する中学校において通級による指導を受けている

生徒について、通級指導校の校長の意見を聴いた上で、当該指導を行う必要がなく

なったものと判断するときは、県教育委員会に対し、その旨を通知する。 

（様式２６） 

 

（10）県教育委員会は、前項（１）の通知を受けた生徒について、必要に応じて宮崎県

特別支援教育支援委員会の意見を聴取し、通級による指導を行う必要がないと認め

るときは、教育事務所を経て市町村教育委員会、在学校の校長及び児童生徒の保護

者に対し、その旨を通知する。                 （様式２７） 

 

 

【指導の終了】県立中学校等の他校通級を終了する場合の手続図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指導の終了 

県教育委員会 

市町村教育委員会 

保護者 
在学校の 

校  長 

通級指導校の 

校    長 

②終了通知 

（様式２６） 

④終了通知 

（様式２７） 

教育事務所 

①意見聴取 

④終了通知 

（様式２７） 

教育相談 

④終了通知（様式２７※） 

宮崎県 

特別支援教育 

支援委員会 

③必要に応じて

意見聴取 

※様式２７は２部のうち１部を教育事務所で保管

すること。 
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Ⅲ   様   式 



（様式 １） 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 （市町村）教育委員会教育長 殿 
 

 （在学校）校長  
 
 
   在学児童生徒の通級による指導について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり通級による指導が必要と考えられますので通知します。 
 
 

記 
 
 

児童生徒氏名  性別  学年 年 

通級希望校名  

障がいの状況 

 

備    考 

 

 
※ 校内委員会の資料を添付すること。 
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（様式 ２） 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 （在学校）校長 殿 
 

（市町村）教育委員会教育長  
 
 
   通級指導校の決定について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり決定しましたので通知します。 
 
 

記 
 
 

児童生徒氏名  性別  学年 年 

通級指導校名 立       学校    （障がい種）通級指導教室 

備    考 

 

 
※ 備考欄には、障がい種等必要な事項を記入する。 
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（様式 ３） 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 （通級指導校）校長 殿 
 

（市町村）教育委員会教育長  
 
 
   通級による指導の対象者について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり決定しましたので通知します。 
 
 

記 
 
 

児童生徒氏名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立           学校 

障がいの状況 

 

備    考 
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（様式 ４） 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 （他市町村）教育委員会教育長 殿 
 

（市町村）教育委員会教育長  
 
 
   通級による指導の対象者について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり通級による指導が必要と判断しましたので通知します。 
 
 

記 
 
 

児童生徒氏名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立       学校 

通級希望校名 立       学校    （障がい種）通級指導教室 

障がいの状況 

 

備    考 
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（様式 ５） 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 （通級指導校）校長 殿 
 

（他市町村）教育委員会教育長  
 
 
   通級による指導の対象者について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり決定しましたので通知します。 
 
 

記 
 
 

児童生徒氏名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立         学校 

障がいの状況 

 

備    考 
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（様式 ６） 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 宮崎県教育委員会教育長 殿 
 

（市町村）教育委員会教育長  
 
 
   通級による指導の対象者について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり通級による指導が必要と判断しましたので通知します。 
 
 

記 
 
 

児童生徒氏名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立           学校 

通級希望校名 県立         支援学校 

障がいの状況 

 

備    考 

 

 
※ 教育支援委員会等の資料を添付する。 
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（様式 ７） 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 （市町村）教育委員会教育長 

（特別支援学校）校長 殿 
 

宮崎県教育委員会教育長  
 
 
   通級による指導の対象者について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり決定しましたので通知します。 
 
 

記 
 
 

児童生徒氏名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立         学校 

通級指導校名 県立         支援学校 

備    考 
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（様式 ８） 
 

号  
令和  年  月  日  

 
（在学校）校長 殿 

 
（通級指導校）校長  

 
 
   通級による指導に係る指導内容等について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり決定しましたので通知します。 
 
 

記 
 
 

児童生徒氏名 
性 
別 

学 

年 
指 導 内 容 

 
（指 導 時 数） 

曜 日 及 び 
 

指 導 時 間 

   

 
 
 
 
 
 
（           ） 

 

通 級 指 導 開 始 月 日 令和  年   月   日  

 
※ 指導時数は週当たりの範囲で単位時間を記入する。 
※ 曜日及び指導時間については、週当たりのすべてについて記入する。 
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（様式 ９） 
号  

令和  年  月  日  
 

（市町村）教育委員会教育長 殿 
 

（在学校）校長  
 
   通級による指導に係る特別の教育課程について（届） 
 
 このことについて、当該児童生徒の教育課程は下記のとおりです。 
 

記 
 

ふ り が な 
児童生徒氏名 

 
性別  学年 年 区分 

新 規 
継 続   

在 学 校 名  学 級 担 任 氏 名  

通級指導校名  通 級 担 当 氏 名  

障 が い 種 （障がい種）通級指導教室 
通 級 開 始 日 令和  年  月  日 
通級終了予定日 令和  年  月  日 

障がいの種類や程度  指導形態(自校・他校・巡回) 
 

年間の指導目標  

主な指導内容  

通級指導実施曜日及び時間 
 曜日（  時  分 ～  時  分） 

曜日（  時  分 ～  時  分） 
曜日（  時  分 ～  時  分） 

教
科
等
名 

           道 

徳 

特
別
活
動 

総
合
的
な
学
習
の
時
間

自
立
活
動 

合 

計 

週 
時数                 
増減 
時数                 

通 級 に よ る 指 導 の 年 間 総 指 導 時 数（予定） 時間 
※ 区分は、新たに通級を開始する場合は「新規」、継続して指導を行う場合は「継続」を記入する。 
※ 週時数は、標準授業時数を基に記入する。 
※ 「増減時数」には、標準授業時数との差について比較し、＋１、－１等で記入する。 
  （各教科等に替えて行う場合は合計が０，加えて行う場合は合計が＋になる） 
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（様式 １０） 
 

号  
令和  年  月  日  

 
（市町村）教育委員会教育長 殿 

 
（市町村）教育委員会教育長  

 
 
   通級による指導の実施について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり実施しますのでお知らせします。 
 
 

記 
 
 

児 童 生 徒 氏 名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立        学校 

通 級 指 導 校 名 立        学校  （障がい種）通級指導教室 

通級指導開始月日 令和   年   月   日 

通級指導実施曜日 
及 び 指 導 時 間 

 
  曜日   時   分 ～   時   分 

 曜日   時   分 ～   時   分 
  曜日   時   分 ～   時   分 

備      考 

 

 
※ 通級指導実施曜日及び指導時間については、週当たりのすべてについて記入する。 
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（様式 １１） 
 

号  
令和  年  月  日  

 
（保護者） 様 

 
（市町村）教育委員会教育長  

 
 
   通級による指導の実施について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり実施しますのでお知らせします。 
 
 

記 
 
 

児 童 生 徒 氏 名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立        学校 

通 級 指 導 校 名 立        学校  （障がい種）通級指導教室 

通級指導開始月日 令和   年   月   日 

通級指導実施曜日 
及 び 指 導 時 間 

 
  曜日   時   分 ～   時   分 

 曜日   時   分 ～   時   分 
  曜日   時   分 ～   時   分 

備      考 

 

 
※ 通級指導実施曜日及び指導時間については、週当たりのすべてについて記入する。 
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（様式 １２） 
号  

令和  年  月  日  
 

宮崎県教育委員会教育長 殿 
 

（市町村）教育委員会教育長  
 
   通級による指導に係る特別の教育課程について（届） 
 
 このことについて、当該児童生徒の教育課程は下記のとおりです。 
 

記 

 

ふ り が な 
児童生徒氏名 

 
性別  学年 年 区分 

新 規 
継 続   

在 学 校 名  学 級 担 任 氏 名  

通級指導校名  通 級 担 当 氏 名  

障 が い 種 （障がい種）通級指導教室 
通 級 開 始 日 令和  年  月  日 
通級終了予定日 令和  年  月  日 

障がいの種類や程度  指導形態(自校・他校・巡回)  

年間の指導目標  

主な指導内容  

通級指導実施曜日及び時間 
 曜日（  時  分 ～  時  分） 

曜日（  時  分 ～  時  分） 
曜日（  時  分 ～  時  分） 

教
科
等
名 

           道 

徳 

特
別
活
動 

総
合
的
な
学
習
の
時
間 

自
立
活
動 

合 

計 

週 
時数                 
増減 
時数                 

通 級 に よ る 指 導 の 年 間 総 指 導 時 数（予定） 時間 
※ 区分は、新たに通級を開始する場合は「新規」、継続して指導を行う場合は「継続」を記入する。 
※ 週時数は、標準授業時数を基に記入する。 
※ 「増減時数」には、標準授業時数との差について比較し、＋１、－１等で記入する。 
  （各教科等に替えて行う場合は合計が０，加えて行う場合は合計が＋になる） 
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（様式 １３） 
 

号  
令和  年  月  日  

 
（市町村）教育委員会教育長 殿 

 
（在学校）校長  

 
 
   在学児童生徒の通級による指導の終了について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり通級による指導の必要がなくなったと判断しましたの
で通知します。 
 
 

記 
 
 

児 童 生 徒 氏 名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立        学校 

通 級 指 導 校 名 立        学校  （障がい種）通級指導教室 

通級指導終了月日 令和   年   月   日 

備      考 

 

 
※ 終了の理由が卒業及び転出の場合を除き、校内委員会等の資料を添付する。 
※ 備考欄には、指導期間、指導時数、終了の理由等必要な事項を記入する。 
 
 
 
 
 
 
 

30 



（様式 １４） 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 宮崎県教育委員会教育長 

（在学校）校長     殿 
 保護者 

（市町村）教育委員会教育長  
 
 
   通級児童生徒の指導の終了について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり通級による指導が終了しましたのでお知らせします。 
 
 

記 
 
 

児 童 生 徒 氏 名  性別  学年 年 

在 学 校 及 び 
通 級 指 導 教 室 名 立        学校  （障がい種）通級指導教室 

通級指導終了月日 令和   年   月   日 

備      考 

 

 
※ 終了の理由が卒業及び転出の場合を除き、教育支援委員会等の資料を添付する。 
※ 備考欄には、指導期間、指導時数、終了の理由等必要な事項を記入する。 
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（様式 １５） 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 宮崎県教育委員会教育長 

（在学校）校長      殿 
 （通級指導校）校長 
 保護者 

（市町村）教育委員会教育長  
 
 
   通級児童生徒の指導の終了について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり通級による指導が終了しましたのでお知らせします。 
 
 

記 
 
 

児 童 生 徒 氏 名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立        学校 

通 級 指 導 校 名 立        学校  （障がい種）通級指導教室 

通級指導終了月日 令和   年   月   日 

備      考 

 

 
※ 終了の理由が卒業及び転出の場合を除き、教育支援委員会等の資料を添付する。 
※ 備考欄には、指導期間、指導時数、終了の理由等必要な事項を記入する。 
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（様式 １６） 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 宮崎県教育委員会教育長 

（他市町村）教育委員会教育長  殿 
 （在学校）校長 
 保護者 

（市町村）教育委員会教育長  
 
 
   通級児童生徒の指導の終了について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり通級による指導が終了しましたのでお知らせします。 
 
 

記 
 
 

児 童 生 徒 氏 名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立        学校 

通 級 指 導 校 名 立        学校  （障がい種）通級指導教室 

通級指導終了月日 令和   年   月   日 

備      考 

 

 
※ 終了の理由が卒業及び転出の場合を除き、教育支援委員会等の資料を添付する。 
※ 備考欄には、指導期間、指導時数、終了の理由等必要な事項を記入する。 
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（様式 １７） 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 宮崎県教育委員会教育長 

（在学校）校長      殿 
 保護者 
 特別支援学校長 

（市町村）教育委員会教育長  
 
 
   通級児童生徒の指導の終了について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり通級による指導が終了しましたのでお知らせします。 
 
 

記 
 
 

児 童 生 徒 氏 名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立        学校 

通 級 指 導 校 名 県立        支援学校 

通級指導終了月日 令和   年   月   日 

備      考 

 

 
※ 終了の理由が卒業及び転出の場合を除き、教育支援委員会等の資料を添付する。 
※ 備考欄には、指導期間、指導時数、終了の理由等必要な事項を記入する。 
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（様式 １８）県立中学校用 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 宮崎県教育委員会教育長 殿 
 

（在学校）校長  
 
 
   在学生徒の通級による指導について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり通級による指導が必要と考えられますので通知します。 
 
 

記 
 
 

生 徒 氏 名  性別  学年 年 

通級希望校名  

障がいの状況 

 

備    考 

 

 
※ 校内委員会の資料を添付すること。 
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（様式 １９）県立中学校用 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 （在学校）校長 殿 
 

宮崎県教育委員会教育長  
 
 
   通級指導校の決定について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり決定しましたので通知します。 
 
 

記 
 
 

生 徒 氏 名  性別  学年 年 

通級指導校名 立       学校    （障がい種）通級指導教室 

備    考 
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（様式 ２０）県立中学校用 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 （市町村）教育委員会教育長 殿 
 

宮崎県教育委員会教育長  
 
 
   通級による指導の対象者について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり通級による指導が必要と判断しましたので通知します。 
 
 

記 
 
 

生 徒 氏 名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立       学校 

通級指導校名 立       学校    （障がい種）通級指導教室 

障がいの状況 

 

備    考 
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（様式 ２１）県立中学校用 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 （通級指導校）校長 殿 
 

（市町村）教育委員会教育長  
 
 
   通級による指導の対象者について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり決定しましたので通知します。 
 
 

記 
 
 

生 徒 氏 名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立         学校 

障がいの状況 

 

備    考 
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（様式 ２２）県立中学校用 
 

号  
令和  年  月  日  

 
（在学校）校長 殿 

 
（通級指導校）校長  

 
 
   通級による指導に係る指導内容等について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり決定しましたので通知します。 
 
 

記 
 
 

生 徒 氏 名 
性 
別 

学 

年 
指 導 内 容 

 
（指 導 時 数） 

曜 日 及 び 
 

指 導 時 間 

   

 
 
 
 
 
 
（           ） 

 

通 級 指 導 開 始 月 日 令和  年   月   日  

 
※ 指導時数は週当たりの範囲で単位時間を記入する。 
※ 曜日及び指導時間については、週当たりのすべてについて記入する。 
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（様式 ２３）県立中学校用 
 

号  
令和  年  月  日  

 
宮崎県教育委員会教育長 殿 

 
（在学校）校長  

 
   通級による指導に係る特別の教育課程について（届） 
 
 このことについて、当該児童生徒の教育課程は下記のとおりです。 
 

記 
ふ り が な 
生 徒 氏 名 

 
性別  学年 年 区分 

新 規 
継 続   

在 学 校 名  学 級 担 任 氏 名  

通級指導校名  通 級 担 当 氏 名  

障 が い 種 （障がい種）通級指導教室 
通 級 開 始 日 令和  年  月  日 
通級終了予定日 令和  年  月  日 

障がいの種類や程度  指導形態(自校・他校・巡回) 
 

年間の指導目標  

主な指導内容  

通級指導実施曜日及び時間 
 曜日（  時  分 ～  時  分） 

曜日（  時  分 ～  時  分） 
曜日（  時  分 ～  時  分） 

教
科
等
名 

           道 

徳 

特
別
活
動 

総
合
的
な
学
習
の
時
間

自
立
活
動 

合 

計 

週 
時数                 
増減 
時数                 

通 級 に よ る 指 導 の 年 間 総 指 導 時 数（予定） 時間 
※ 区分は、新たに通級を開始する場合は「新規」、継続して指導を行う場合は「継続」を記入する。 
※ 週時数は、標準授業時数を基に記入する。 
※ 「増減時数」には、標準授業時数との差について比較し、＋１、－１等で記入する。 
  （各教科等に替えて行う場合は合計が０，加えて行う場合は合計が＋になる） 
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（様式 ２４）県立中学校用 
 

号  
令和  年  月  日  

 
（市町村）教育委員会教育長 殿 

 
宮崎県教育委員会教育長  

 
 
   通級による指導の実施について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり実施しますのでお知らせします。 
 
 

記 
 
 

生 徒 氏 名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立        学校 

通 級 指 導 校 名 立        学校  （障がい種）通級指導教室 

通級指導開始月日 令和   年   月   日 

通級指導実施曜日 
及 び 指 導 時 間 

 
  曜日   時   分 ～   時   分 

 曜日   時   分 ～   時   分 
  曜日   時   分 ～   時   分 

備      考 

 

 
※ 通級指導実施曜日及び指導時間については、週当たりのすべてについて記入する。 
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（様式 ２５）県立中学校用 
 

号  
令和  年  月  日  

 
（保護者） 様 

 
宮崎県教育委員会教育長  

 
 
   通級による指導の実施について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり実施しますのでお知らせします。 
 
 

記 
 
 

生 徒 氏 名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立        学校 

通 級 指 導 校 名 立        学校  （障がい種）通級指導教室 

通級指導開始月日 令和   年   月   日 

通級指導実施曜日 
及 び 指 導 時 間 

 
  曜日   時   分 ～   時   分 

 曜日   時   分 ～   時   分 
  曜日   時   分 ～   時   分 

備      考 

 

 
※ 通級指導実施曜日及び指導時間については、週当たりのすべてについて記入する。 
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（様式 ２６）県立中学校用 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 宮崎県教育委員会教育長 殿 
 

（在学校）校長  
 
 
   在学生徒の通級による指導の終了について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり通級による指導の必要がなくなったと判断しましたの
で通知します。 
 
 

記 
 
 

生 徒 氏 名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立        学校 

通 級 指 導 校 名 立        学校  （障がい種）通級指導教室 

通級指導終了月日 令和   年   月   日 

備      考 

 

 
※ 終了の理由が卒業及び転出の場合を除き、校内委員会等の資料を添付する。 
※ 備考欄には、指導期間、指導時数、終了の理由等必要な事項を記入する。 
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（様式 ２７）県立中学校用 
 

号  
令和  年  月  日  

 
 （市町村）教育委員会教育長 殿 
 （在学校）校長 
 保護者 

宮崎県教育委員会教育長  
 
 
   在学生徒の通級による指導の終了について（通知） 
 
 
 このことについて、下記のとおり通級による指導の必要がなくなったと判断しましたの
で通知します。 
 
 

記 
 
 

生 徒 氏 名  性別  学年 年 

在 学 校 名 立        学校 

通 級 指 導 校 名 立        学校  （障がい種）通級指導教室 

通級指導終了月日 令和   年   月   日 

備      考 

 

 
※ 終了の理由が卒業及び転出の場合を除き、校内委員会等の資料を添付する。 
※ 備考欄には、指導期間、指導時数、終了の理由等必要な事項を記入する。 
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号  

令和  年  月  日  

 

○○○教育委員会教育長 殿 

 

○○○ ○○○  

 

   通級による指導に係る特別の教育課程について（届） 

 

 このことについて、当該児童生徒の教育課程は下記のとおりです。 

 

記 

 

ふ り が な 

児童生徒氏名 

みやざき   たろう 

性別 男 学年 ２年 区分 新 規 
 宮崎 太郎 

在 学 校 名  ○○市立ひなた小学校 学級担任氏名 ○○ ○○ 

通級指導校名  ○○市立ひなた小学校 通級担当氏名 △△ △△ 

障 が い 種 LD・ADHD 通級指導教室 
通 級 開 始 日 令和 ○年 ○月 ○日 

通級終了予定日 令和 ○年 ○月 ○日 

障がいの種類や程度  
※ 手引の１～２ページを参照 
すること 指導形態(自校・他校・巡回) 自校通級 

年間の指導目標 

 

※ 個別の指導計画に記載した目標を転記すること 

 

主な指導内容 
障がいの特性の理解と生活環境の調整に関すること、感覚や認知の特性について

の理解と対応に関することを関連付けて指導を行う。 

通級指導実施曜日及び時間 

水曜日（１１時１０分 ～１１時５５分） 

曜日（  時  分 ～  時  分） 

曜日（  時  分 ～  時  分） 

教
科
等
名 

国 
 

語 

社 
 

会 

算 
 

数 

理 
 

科 

生 
 

活 

音 
 

楽 

図
画
工
作 

家 
 

庭 

体 
 

育 

道 
 

徳 

特
別
活
動 

外
国
語
活
動 

外

国

語 

総
合
的
な
学
習
の
時
間 

自
立
活
動 

合 

計 

週 

時数 ８  ５  ３ ２ ２  ３ １ １    １ 26 

増減 

時数 －1  ０  ０ ０ ０  ０ ０ ０    ＋1 ０ 

通 級 に よ る 指 導 の 年 間 総 指 導 時 数（予定） ３５時間 

※ 区分は、新たに通級を開始する場合は「新規」、継続して指導を行う場合は「継続」を記入する。 

※ 週時数は、標準授業時数を基に記入する。 

※ 「増減時数」には、標準授業時数との差について比較し、＋１、－１等で記入する。 

  （各教科等に替えて行う場合は合計が０，加えて行う場合は合計が＋になる） 

様式９・１２・２３の記入例 

指導開始日 

指導終了予定日 
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通級による指導実施要綱 

宮崎県教育庁特別支援教育課 

  （趣旨） 

第１条  この要綱は、宮崎県において通級による指導を行う場合の取扱に関し、必要な事 

項を定めるものとする。 

 

  （用語の定義） 

第２条  この要綱及び第６条に規定する通級指導教室設置要領において、次の表の右欄

に掲げる事項は、それぞれ同表の左欄のように略称する。 

 

左   欄 右           欄 

通級による指導  

 小学校又は中学校（以下「小学校等」という。）の通常の学

級に在籍する、障がいにより一部特別な支援を必要とする児童

生徒に対して、障がいの状態に応じて行われる特別の指導 

通 級 指 導 教 室  通級による指導を行う特別の指導の場 

対 象 児 童 生 徒  通級による指導の対象となる児童生徒 

通 級 児 童 生 徒  現に通級による指導を受けている児童生徒 

施 行 規 則  学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号） 

在 学 校  通級児童生徒が在籍する小学校等 

通 級 指 導 校  
 小学校等の児童生徒に対し通級による指導を行う小学校又は

中学校 

特 別 支 援 学 校 
 小学校等の児童生徒に対し通級による指導を行う県立の聴覚

障がい者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校 

自 校 通 級 指 導 在学校において行われる通級による指導（次条第１号の場合） 

他 校 通 級 指 導 
 同一市町村内の他の通級指導校において行われる通級による

指導（次条第２号の場合） 

他市町村通級指導 
 他の市町村の通級指導校において行われる通級による指導

（次条第３号の場合） 

県立学校通級指導 
 特別支援学校において行われる通級による指導（次条第４号

の場合） 
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  （通級による指導の形態） 

第３条  通級による指導の形態は、次の各号に掲げるとおりとする。 

  (1) 通級児童生徒が在学校の通級指導教室に通級する場合 

  (2) 通級児童生徒が同一市町村内の通級指導校の通級指導教室に通級する場合 

  (3) 通級児童生徒が他の市町村の通級指導校の通級指導教室に通級する場合 

  (4) 通級児童生徒が特別支援学校の小学部又は中学部に通級する場合 

 

  （該当児童生徒） 

第４条  該当児童生徒とは、次の各号のいずれかに該当し、かつ、障がいの状態に応じた 

特別の指導を行うことを必要とする者とする。 

  (1) 言語障がい者 

 (2) 自閉症者 

  (3) 情緒障がい者 

  (4) 弱視者 

  (5) 難聴者 

 (6) 学習障がい者 

 (7) 注意欠陥多動性障がい者 

  (8) その他、障がいのある者で、特別の教育課程による教育を行うことが適当な者 

 

  （該当児童生徒の判断及び教育支援） 

第５条  該当児童生徒の判断については、「障害のある児童生徒等に対する早期からの一

貫した支援について（通知）」（平成２５年１０月４日付け２５文科初第７５６号文部

科学省初等中等教育局長通知）に定めるところによる。 

 

２  該当児童生徒の判断に当たっては、児童生徒の障がいの状態及び特性等を考慮する

とともに、障がいの状態の変化等に応じて、柔軟に教育措置の変更を行うよう配慮する

ものとする。 

 

３  前２項の場合においては、市町村教育委員会は市町村教育支援委員会等に諮問しな

ければならない。 

 

  （通級指導教室の設置等） 

第６条  通級指導教室の設置については、県教育委員会が別に定める通級指導教室設置

要領に定めるところによる。 

 

  （通級による指導－通則） 

第７条  通級による指導を実施するに当たっては、通級による指導の担当教員が通級児

童生徒の在籍学級（他校通級指導、他市町村通級指導又は特別支援学校通級指導の場合

にあっては、在学校の在籍学級）の担任教員との間で、相互に定期的な情報交換又は助

言を行うなど、両者の連携協力が図られるよう十分に配慮するものとする。 
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２  通級指導校又は特別支援学校においては、通級児童生徒を自校の児童生徒と同様に

責任をもって指導するものとする。 

 

３  他市町村通級指導を行う必要がある場合においては、第９条及び第１０条に定める

ところにより、在学校を設置する市町村教育委員会と通級指導校を設置する市町村教

育委員会（以下「他の市町村教育委員会」という。）との間で、あらかじめ十分な協議

を行うものとする。この場合において、他の市町村教育委員会は、通級による指導の要

請に対して積極的に協力するものとする。 

 

  （自校通級指導の実施） 

第８条  在学校の校長は、自校通級指導を行う必要があるときは、市町村教育委員会に対  

し、その旨を通知するものとする。 

 

２  市町村教育委員会は、前項の通知を受けたときは、第５条に定めるところに従い通級  

による指導を行うことが適当かどうかを判断し、在学校の校長に通知するものとする。 

 

  （他校通級指導等の実施） 

第９条  在学校の校長は、他校通級指導又は他市町村通級指導を行う必要があるときは、

市町村教育委員会に対し、その旨を通知するものとする。 

 

２  市町村教育委員会は，前項の通知を受けたときは、第５条に定めるところに従い通級

による指導を行うことが適当かどうかを判断するものとする。 

 

３  前項の場合において他市町村通級指導を行うことが適当と認めるときは、市町村教

育委員会は、通級児童生徒の教育についてあらかじめ他市町村教育委員会と協議する

ものとする。 

 

４  市町村教育委員会は、前項の協議が整ったときは、在学校の校長及び通級指導校の校

長（他市町村通級指導の場合にあっては、他市町村教育委員会）に対し、通級による指

導を実施する旨及び通級児童生徒の氏名及び通級指導校等を通知するものとする。就

学予定者のうち、就学すべき小・中学校以外の小・中学校において通級による指導を受

けさせることが必要なものについても同様とする。 

 

５  他市町村教育委員会は、前項の通知を受けたときは、通級指導校の校長に対し通級に

よる指導を実施する旨及び通級児童生徒の氏名及び在学校等を通知するものとする。 

 

  （特別の教育課程－通則） 

第１０条  通級による指導を行う場合の教育課程は、施行規則第７３条の２１第１項に

規定する特別の教育課程によるものとする。この場合においては、通級児童生徒の障が
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いに応じた特別の指導を、小・中学校の正規の教育課程に加え又はその一部に替えるこ

とができる。 

 

２  前項の場合においては、在学校の校長は、通級児童生徒が通級指導校又は通級による  

指導を行う特別支援学校において受けた授業を、在学校における特別の教育課程に係

る授業とみなすことができるものとする。 

 

  （特別の指導－通則） 

第１１条  前条第１項に規定する特別の指導は、障がいによる学習上又は生活上の困難

を改善し、又は克服することを目的としたものとし、特別支援学校小学部・中学部学習

指導要領を参考として、自立活動に相当する指導を実施するものとする。 

 

２  前項の特別の指導を行う場合において、特に必要があるときは児童生徒の障がいの

状態に応じ、各教科の内容を取り扱いながら指導を行うことができる。その場合、各教

科の内容の定着を目的とした補充的な指導とならないように十分留意すること。 

 

３  前２項に規定する特別の指導の授業時数は、次によるものとし、児童生徒の障がいの 

状態を十分考慮して、負担過重とならないよう配慮するものとする。 

  (1) 学習障がい及び注意欠陥多動性障がい以外の障がい種別 

    年間３５単位時間から２８０単位時間まで（週に１単位時間から８単位時間まで）  

を標準とする。 

  (2) 学習障がい及び注意欠陥多動性障がいの児童生徒について 

   年間１０単位時間（月に１単位時間程度）から２８０単位時間（週に８単位時間程  

度）までを標準とする。 

 

  （特別の教育課程の編成等） 

第１２条  在学校の校長は、第９条第４項の通知（通級による指導を実施する旨等の通

知）を受けたときは、当該児童生徒に係る教育課程の編成について、通級指導校の校長

と協議するものとする。 

 

２  通級指導校の校長は、前項の協議が整ったときは、当該児童生徒に係る通級指導校に

おける指導内容及び指導時間を、在学校の校長に通知するものとする。 

 

３  在学校の校長は、前項の通知を受けたときは、第１０条に定めるところにより、速や  

かに当該児童生徒に係る特別の教育課程を編成し、市町村教育委員会に通知するもの

とする。第８条第２項の通知（通級による指導を実施する旨の通知に限る。）を受けた

場合も同様とする。 

 

４  市町村教育委員会は、前項の通知を受けたときは、当該児童生徒の保護者に対し、通  
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級指導校及び通級による指導を行う日時など必要な事項を通知するとともに、当該児

童生徒に係る特別の教育課程を、県教育委員会に届けるものとする。 

 

  （自校通級指導の終了） 

第１３条  在学校の校長は、自校通級指導を行う必要がなくなったと判断するときは、市  

町村教育委員会に対しその旨を通知するものとする。 

 

２  市町村教育委員会は、前項の規定による通知を受けた児童生徒について、通級による

指導を行う必要がないと認めるときは、県教育委員会、在学校の校長及び当該通級児童

生徒の保護者に対しその旨を通知するものとする。 

 

３  前項の場合においては、市町村教育委員会は、あらかじめ市町村教育支援委員会等に

諮問するものとする。 

 

  （他校通級指導等の終了） 

第１４条  在学校の校長は、通級指導校の校長の意見を聞いた上で、他校通級指導又は他  

市町村通級指導を行う必要がなくなったと判断するときは、市町村教育委員会に対し、  

その旨を通知するものとする。 

 

２  市町村教育委員会は、前項の通知を受けた児童生徒について、通級による指導を行う

必要がないと認めるときは、県教育委員会、在学校の校長、通級指導校の校長（他市

町村通級指導の場合にあっては、他市町村教育委員会）及び当該通級児童生徒の保護者

に対し、その旨通知するものとする。 

 

３  前項の場合においては、市町村教育委員会は、あらかじめ市町村教育支援委員会等に

諮問するものとする。 

 

  （指導記録等） 

第１５条  通級による指導を行う学校（第３条各号に掲げる在学校、通級指導校又は特別 

支援学校）は、通級による指導の記録を作成し、通級児童生徒の氏名、在学校名、通級 

による指導に係る週当たりの授業時数及び指導期間等を記載し、適正に管理するもの

とする。 

 

２  他校通級指導、他市町村通級指導又は特別支援学校通級指導の場合にあっては、通級 

指導校又は特別支援学校の校長は、前条の指導の記録の写しを学期ごとに又は通級に

よる指導の終了後速やかに、在学校の校長に通知するものとする。 

 

３  在学校は、第１項の指導の記録（前項の指導の記録の写しを含む。）に基づき、通級 

児童生徒に係る指導要録の様式２（指導に関する記録）の「総合所見及び指導上参考と 
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なる諸事項」の欄に、通級指導校名、通級による指導の週当たりの授業時数及び指導期 

間、通級による指導の内容、指導の成果について記載するものとする。 

 

 

  （その他） 

第１６条  この要綱及び第６条に規定する通級指導教室設置要領に定めるもののほか、

必要な事項は県教育委員会が別に定める。 

 

    附  則 

  この要綱は、平成７年４月１日から施行する。 

    附  則 

  この要綱の一部を改正する要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

    附  則 

  この要綱の一部を改正する要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

    附  則 

  この要綱の一部を改正する要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

    附  則 

  この要綱の一部を改正する要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
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小・中学校通級指導教室設置要領 

宮崎県教育庁特別支援教育課 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、通級による指導実施要綱第６条の規定に基づき、市町村教育委員会

（以下「市町村」という）が設置する小・中学校等に通級指導教室を設置する場合の取

扱に関し、必要な事項を定める。 

 

 （設置方針） 

第２条 県教育委員会（以下「県」という）は、国の法令に基づき計画的に通級指導教室

の設置ができるよう、市町村と協議しながら必要な措置をとるものとする。 

 

 （設置） 

第３条 通級指導教室の設置基準は、原則として通級児童生徒数１３人を標準とする。そ

の際、単一校のみならず隣接する複数の学校で１３人とすることも可とする。ただし、

へき地や該当となる児童生徒数が少ない障がい種における通級指導教室については１

３人未満であっても設置を検討する。 

２ 通級指導教室を設置する学校の選定においては、設置した学校の児童生徒のみなら

ず、近隣の児童生徒も指導の対象とすることから、地域における通級による指導の拠点

となる学校（以下「通級拠点校」という）となり得るように、地域性、交通の利便性及

び継続性等を考慮しなければならない。 

３ 通級指導教室の設置の認可申請に当たっては、市町村は、あらかじめ県と協議するも

のとする。 

４ 前項の認可申請は、通級指導教室設置計画書一覧（様式１）に次の各号に掲げる書類

を添付して行う。 

 (1) 通級指導教室設置予定状況（様式２） 

 (2) 通級指導児童生徒一覧（様式３） 

 ※ 様式１、様式２、様式３については、毎年の設置予定調査実施時に、県教育庁特別支援教育課より  

各市町村教育委員会に配付する。 

５ 県は、認可申請があったときは、第１項に規定する設置基準を満足しているかどう

か、その他必要な事項を審査の上、設置の可否について市町村に通知する。 

 

 （職務） 

第４条 通級による指導の担当教員（以下「通級担当教員」という）は、特別支援教育に

関する専門性と指導力を有し、通常の学級担任、教科担任等への助言等の支援にも対応

可能な教員とし、拠点校の校長が所属常勤職員の中から１名任命する。通級担当教員の

職務は、次の各号に掲げる内容とする。 

  (1) 通級児童生徒の指導に関すること。（例えば少人数指導担当など「通級による指導」

以外を職務とすることはできない） 

  (2) 通級児童生徒の「通級による指導の計画」の作成及び活用に関すること。 

  (3) 通級児童生徒の在籍学級又は在籍学校との連携に関すること。 

  (4) 通級児童生徒の指導に必要となる特別支援学校等、関係機関との連携に関するこ 

と。 
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  (5) 通級拠点校の校内支援体制の充実に関すること。 

  (6) 特別支援教育に関する研修等への協力に関すること。 

  (7) 他校通級や巡回による指導の実施に関すること。 

 (8) 通級による指導の周知に関すること。 

  (9) その他、エリア内の小・中学校等の特別支援教育の推進に関すること。 

 

 （配慮事項） 

第５条 通級担当教員には、原則として部主任、学級担任等他の校務分掌を兼任させては

ならない。また、全学年の生徒を対象とすることから、特定の学年への所属とせず、必

要に応じて、どの学年にも関わることができるようにすることが望ましい。 

２ 通級担当教員は近隣の学校の児童生徒への指導も担うことから、教科等の授業を受

け持たず、通級による指導に専念できるようにすることを原則とする。 

３ 通級による指導は、通常の学級における指導・支援との連続性が不可欠であることか

ら、通級児童生徒への指導・支援に当たっては、通級担当教員だけで取り組むのではな

く、校内の全教職員で組織的に取り組むよう留意すること。その際、管理職は通級によ

る指導を生かした校内支援体制づくりに配慮すること。 

 

 （他校における通級指導） 

第６条 通級指導教室が設置されていない学校に在籍する該当児童生徒は、通級拠点校

に設置された通級指導教室において通級による指導を受けることができる。 

２ 通級拠点校は、他の学校に在籍する該当児童生徒の受入れに積極的に協力しなけれ

ばならない。 

 

 （他市町村における通級指導） 

第７条 通級指導教室が設置されていない市町村に居住する該当児童生徒は、所管区域

内（当該市町村が属する所管区域に限る。次項において同じ。）の他の市町村が設置す

る通級拠点校の通級指導教室において、通級による指導を受けることができる。 

２ 通級拠点校を設置する市町村は、所管区域内の他の市町村に居住する該当児童生徒

の受入れに積極的に協力しなければならない。 

３ 特別支援学校は、前２項の場合に準じて通級による指導を行うものとする。 

 

 （巡回による通級指導） 

第８条 通級指導教室が設置されていない学校に在籍する該当児童生徒は、やむを得な

い事情により第４条、第５条に規定する他校又は他市町村において通級による指導を

受けることができない場合、通級拠点校に設置された通級指導教室の担当教員の訪問

により、通級による指導を受けることができる。 

２ 通級拠点校は、他の学校に在籍し、やむを得ない事情により他校又は他市町村におい

て通級による指導を受けることができない該当児童生徒に対する巡回による通級指導

に積極的に協力しなければならない。 
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 （継続、廃止） 

第９条 通級指導教室を引き続き設置する場合の設置基準及び手続については、第３条

の規定を準用する。 

２ 市町村は、通級指導教室を廃止する場合にあっては、あらかじめ県と協議した上で、

速やかに届けるものとする。 

 

    附  則 

 この要領は、平成７年４月１日から施行する。 

    附  則 

  この要領の一部を改正する要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

    附  則 

 この要領の一部を改正する要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

    附  則 

 この要領の一部を改正する要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

  附 則 

 この要領の一部を改正する要領は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領の一部を改正する要領は、令和３年４月１日から施行する。 
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（参考様式）        通級による指導の計画 
 

年  月  日 作成者（         ） 

氏 名
ふ り が な

  性別  学年  

在 籍 学 校  担任氏名  
通級指導 
開始日 

 

通 級 指 導 校  
通級担当者 

氏名 
 

本年度通級

指導開始日 
 

将来の生活に
ついての願い 

本人 
 

保護者 
 

※ 障 が い の 種 類

や程度（生徒の状

況、診断等） 

 

 
① 実態 
【「興味・関心」「長所やよさ」「特技」など】 

【困難さ（困っていること）など】 

 
② 自立活動の６区分に即した困難さの整理 

健康の保持 心理的な安定 人間関係の形成 環境の把握 身体の動き コミュニケーション 
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学年 年 氏名  
 

③ 自立活動の２７項目から必要な項目を選定する 
健康の保持 心理的な安定 人間関係の形成 環境の把握 身体の動き コミュニケーション 

□（1）生活のリズ
ムや生活習慣
の形成に関す
ること。 

□（1）情緒の安定
に 関 す る こ
と。 

□（1）他者とのか
か わ り の 基
礎 に 関 す る
こと。 

□（1）保有する感覚
の 活 用 に 関 す
ること。 

□（1）姿勢と運動・
動作の基本的
技能に関する
こと。 

□（1）コミュニケーシ
ョ ン の 基 礎 的 能
力に関すること。 

□（2）病気の状態
の理解と生活
管理に関する
こと。 

□（2）状況の理解
と変化への対
応に関するこ
と。 

□（2）他者の意図
や 感 情 の 理
解 に 関 す る
こと。 

□（2）感覚や認知の
特 性 に つ い て
の 理 解 と 対 応
に関すること。 

□（2）姿勢保持と
運動・動作の
補助的手段の
活用に関する
こと。 

□（2）言語の受容と表
出に関すること。 

□（3）身体各部の
状態の理解と
養護に関する
こと。 

□（3）障害による
学習上又は生
活上の困難を
改善・克服す
る意欲に関す
ること。 

□（3）自己の理解
と 行 動 の 調
整 に 関 す る
こと。 

□（3）感覚の補助及
び 代 行 手 段 の
活 用 に 関 す る
こと。 

□（3）日常生活に
必要な基本動
作に関するこ
と。 

□（3）言語の形成と活
用に関すること。 

□（4）障害の特性
の理解と生活
環境の調整に
関すること。 

 □（4）集団への参
加 の 基 礎 に
関すること。 

□（4）感覚を総合的
に 活 用 し た 周
囲 の 状 況 に つ
い て の 把 握 と
状 況 に 応 じ た
行 動 に 関 す る
こと。 

□（4）身体の移動
能力に関する
こと。 

□（4）コミュニケーシ
ョ ン 手 段 の 選 択
と 活 用 に 関 す る
こと。 

□（5）健康状態の
維持・改善に
関すること。 

  □（5）認知や行動の
手 掛 か り と な
る 概 念 の 形 成
に関すること。 

□（5）作業に必要
な動作と円滑
な遂行に関す
ること。 

□（5）状況に応じたコ
ミ ュ ニ ケ ー シ ョ
ンに関すること。 

●         ●        ●         ●         ●         ● 

 
●               ●               ● 

④ 長期目標 
※（通級による指導終

了に係る到達目標） 

   

前 

期 
短期目標 

   

具体的な 
指導内容 

   

変容・評価 
   

後 

期 

短期目標 
   

具体的な 
指導内容 

   

変容・評価 
   

※ 記載必須事項 
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